
分野 手続 法律 内容

・売買代金請求訴訟

・貸金返還請求訴訟

・立替金支払請求事件(オートクレジット外)

・敷金返還請求訴訟

・建物賃借人の保証人に対する賃料支払請求事件

・コンピューターソフトウェア開発代金請求事件

・井戸掘削工事請負代金返還請求訴訟

・損害賠償請求事件(名誉毀損)

・損害賠償請求事件(医療過誤)

・損害賠償請求事件(盗品質入)

・損害賠償請求事件(架空循環取引)

・損害賠償額確定調停(交通事故)

・離婚訴訟(複数件)

・不動産に対する強制執行

民事保全法 ・取締役職務執行停止の仮処分

・取締役の専断的代表行為に対する無効確認調停事件

・介入権行使に基づく持分移転請求事件

建築基準法 ・施工図を無視した基礎工事を理由とする建物建て直し請求事件

独占禁止法 ・談合に関する審判事件

民事再生法 ・民事再生申立事件

・営業秘密使用差止請求事件

・デッドコピー手法による不正競争を理由とする販売差止請求事件

・WEB掲載写真無断転載を理由とする損害賠償請求事件

・損害賠償請求事件(ライセンス)

民事分野 裁判 民法

民事執行法

商法

不正競争防止法

著作権法
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・中古建物購入者による建物の瑕疵修補請求

・総合病院の任意整理

・賃貸マンション所有者の任意整理

・転貸借契約の更新の申入れ

・土地賃貸借契約更新時における更新料請求

・交通事故被害者による保険金請求

・刑事事件の被害弁償(連続放火)

・高野山所在寺院に対する権利金返還請求

商標法 ・登録商標無断使用に対する差止請求(複数件)

不正競争防止法 ・標章無断使用に対する差止請求

貸金業法 ・クレサラ多重債務者の債務整理

著作権法 ・実演家印税契約締結交渉

・損害賠償請求(医療過誤)

・他人所有地(所有者が約250名)の時効取得

・詐害行為に対する法的処置

・建物賃貸人の賃借人に対する明渡請求

・成年被後見人制度の利用について

・債権譲渡登記制度のメリット・デメリット

・事業用定期借地契約の有効性

・土地賃貸借契約における差入保証金の返還請求

・継続的取引契約に関する契約書一式のレビュー

・土地収用法に基づく収容と土地賃貸借契約の帰趨

・株式譲渡契約(売買及び贈与)に関する相談

・営業譲渡契約に関する相談

・会社法362条内部統制決議義務に関する相談

・会社分割及び合併に関する法律相談

製造物責任法 ・灯油販売に関する警告表示

相談案件 民法

商法・会社法

民事分野

交渉 民法
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・独占禁止法上の合併規制について

・価格カルテルの該当性

・不当廉売の該当性

・営業助成金制度と不公正な取引方法

・許容される景品の範囲

・ネットポイント交換制度に対する景表法の適用

下請法 ・下請法が適用される取引の範囲

廃棄物処理法 ・破棄物処理法上の規制範囲の相談

分野 手続 法律 内容

・窃盗事件の弁護人

・数十億に上る詐欺事件の弁護人

・特殊詐欺の弁護人

・強制わいせつ事件の弁護人

・傷害事件の弁護人

・放火既遂殺人未遂事件の弁護人

覚せい剤取締法 ・自己使用事案の弁護人

大麻取締法 ・自己使用,有償譲渡事案の弁護人

・業務上横領事件の弁護人

・公務執行妨害事件の弁護人

児童福祉法 ・児童淫行強制事案の弁護人

関税法 ・麻薬密輸入事案の弁護人

・窃盗保護事件の付添人

・覚せい剤取締法違反事件の付添人

刑事分野 被告人弁護活動 刑法

被疑者弁護活動 刑法

少年付添人活動 刑法・少年法

・石油元売り会社法務部への駐在勤務

景品表示法

駐在案件 企業法務全般

相談案件

独占禁止法

民事分野

3



・贈賄事件の被疑者からの法律相談

・詐欺事件の被害者代理人

・強制執行妨害事件の被害者代理人

・恐喝事件の被害者代理人

証券取引法 ・相場操縦,風説の流布事案の被疑者からの法律相談

※個々に列挙した事案は例示であり、その他多数の事件を手掛けています。事案の特定を防止するため抽象的な記載に止めています。

刑事分野

相談案件 刑法
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